
重 要 事 項 説 明 書

令 和 ６ 年 ４ 月

株式会社 ニューマン

マ ミ ー 東 京



1. 事業の目的

株式会社ニューマンが設置するマミー東京（以下「当事業」という。）は、居宅訪問型保育事業の

適切な運営を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を定め、当事業を利用する児童（以

下「利用児童」という。）に対し、適正な居宅訪問型保育事業を提供することを目的とする。

2. 運営の方針

（１）当事業は、良質な水準かつ適切な内容の居宅訪問型保育事業の提供を行うことにより、全ての

子どもが健やかに成長するために適切な環境が等しく確保されることを目指す。

（２）居宅訪問型保育事業の内容の提供にあたっては、児童の最善の利益を考慮し、その福祉を積極

的に増進するため、利用児童の意思及び人格を尊重するよう努める。

（３）当事業は、利用児童の家庭及び地域との結び付きを重視した運営を行うとともに、その支援を

行い、都道府県及び関係市区町村、小学校、他の居宅訪問型保育事業施設等、地の域子ども・子

育て支援事業を行う者、他の児童福祉施設その他の学校又は保健医療サービス若しくは福祉サー

ビスを提供する者及び地域社会との密接な連携に努める。

3. 施設運営主体

設 置 者 の 名 称 株式会社 ニューマン

事 業 の 名 称 マミー東京

代 表 者 氏 名 大 郷 大 介

管 理 者 の 氏 名 大 郷 大 介

法 人 の 所 在 地 北海道札幌市南区真駒内上町２丁目１番７号

法 人 の 電 話 番 号 0422-27-5785

4. 当事業の概要

施 設 の 種 類 居宅訪問型保育事業

施 設 の 名 称 マミー東京

所 在 地 東京都武蔵野市吉祥寺東町３丁目１番８号

電 話 番 号 0422（38）6314

管 理 者 名 大郷 大介

職員への研修の実施状況 内部研修年２回、外部研修年１回実施

設置者の研修受講状況 全国保育サービス協会経営者研修・居宅訪問型保育基礎研修及び専門研修

事 業 開 始 年 月 日 平成10年2月1日

提供するサービスの内容 利用者の居宅における訪問保育及び家事代行による保育支援

利 用 定 員 30名

5. 施設・設備等の概要

敷地 全体 171.005㎡

建物 構造 木造

建物 延べ面積 131㎡



6. 職員体制 令和６年４月１日現在

7. 保育及び付随する各種サービスを提供する日

保 育 等 の 提 供 日 月曜日から土曜日

利 用 受 付 日 月曜日から金曜日

利 用 受 付 休 業 日 日曜日、祝祭日、夏期（8月14日～8月16日）、年末年始（12月29

日～1月3日）

休 日 保 育 日曜日、祝祭日、年末年始

＊警報発令時の対応については、別紙（保育利用の手引書）による

＊感染症流行時の対応として、感染症の予防上必要があると当事業が判断した場合は、当事業の全部又

は一部の休業を行う場合がある

8. 保育及び付随する各種サービスを提供する時間

① 保育を提供する時間は、次のとおりとする。

通 常 保 育 等 時 間 9時00分から17時00分

早 朝 ・ 夜 間 保 育 等 時 間 6時00分から 9 時00分及び17時00分から21時00分

深 夜 保 育 等 時 間 午後21時から午前６時

利 用 受 付 時 間 9時00分から17時00分

② 利用者は、各保育時間の区分に応じて、別表に定める割増料金を支払うこととする。

③ 保育及び付随する各種サービスの最低利用時間は２時間とし、以降は３０分単位で利用を積算する。

職 名 職務の内容 常勤
常 勤

保育士
非常勤

非常勤

保育士

管理者

（兼任）

居宅訪問型保育事業の質の向上、職員の
資質の向上に取組むとともに、職員の参
画の下、保育の内容に関する全体的な計
画を作成し、居宅訪問型保育事業施設の
業務を統括し、管下の職員の指揮監督及
び業務の管理を一元的に行う。

１人 １人 人 人

主 任 保 育 士
副主任保育士

施設長を補佐するとともに、計画の立案
や利用児童の保護者からの育児相談、地
域の子育て支援活動及び保育内容につ
いて他の職員を統括する。

１人

１人

人

１人

人

人 人

保育従事者 保育の内容に関する全体的な計画に基
づき、保育計画及び指導計画を立案し、
その計画に基づきすべての子どもが安
定した生活を送り、充実した活動ができ
るよう保育を行い、その記録及び保護者
との連絡調整を行う。

１人 ６人 ７人 １人

事務職員 当事業の事務を行う。但し、当事業の運
営法人の本部事務職員または当事業の
施設長が兼務する場合がある。

４人 人

看護師
（保健師）

子どもの健康管理と当事業全般の衛生
管理を行うとともに、保育に従事する。

１人 人 人 １人

嘱託医 当事業の子どもの心身の健康管理を行
うとともに、定期健康診断、職員及び保
護者への相談・指導を行う。

人 １人



9. 提供する保育等の内容

当事業は、児童福祉法（昭和22年法律第164号）及び子ども・子育て支援法（平成24年法律第65

号）、その他関係法令等を遵守し、保育所保育指針（平成20年3月28日厚労告141）に基づき、利用児

童の心身の状況等に応じて、以下の居宅訪問型保育事業その他の便宜の提供を行う。

（１）養護と教育の一体的な提供

保育士等職員は、子ども一人ひとりを尊重し、命を守り、情緒の安定を図りつつ、乳幼児期にふ

さわしい経験が積み重ねられるよう援助し、別紙１に掲げる当事業の保育目標の達成を目指す。

（２）子育て家庭に対する支援

地域の様々な人や場や機関などと連携を図りながら、地域に根付いた訪問型保育を目指し、地域

の子育て力の向上に貢献する。

10. 食事の提供方法等について

（１） 食事の提供方法：居宅等において利用者の用意した食事

（２） 食事の提供を行う日は、利用者の指定により決定する。

（３）アレルギー、その他の事情により食事の提供に配慮が必要な場合は、利用児童に合わせて除去食

及び代替食に対応するよう努める。アレルギーに対して特別な対応が必要な場合は、予め事業者

に告知及び相談することとし、医師による診断書の提出を要する。

但し、利用者の責任に於いて提供する食事については、準備を行うこととする。

11 入会金

（１）利用者は、居宅訪問型保育事業の利用登録時に、下記の入会金を銀行口座振込により支払う。

入会金 ２０，０００円（消費税別）

12 利用料金

（１）利用者は、別表に定める保育利用料及び付随する各種サービスの利用料金、保育の提供に要す

る交通費及び食事の提供にかかる費用等の実費負担額を事業者に支払う。

（２）利用者は、前号に掲げる保育利用料等を、前月利用分の請求書に基づき、翌月の末日（月末日

が金融機関休業日の場合には翌営業日）までに事業者に支払うこととする。

（３）利用者は、前２号に掲げる保育利用保育料等の支払を、銀行口座による振込または口座振替に

より支払うことを基本とする。但し、やむを得ない場合には、現金により支払うこととする。

（４）前３号に関らず、利用者の状況等により、当事業の判断で現金での支払を指定する場合がある。

13 キャンセル料

利用者が予約日の２営業日前の17時以降に予約を取り消す場合には、予約時間相当分の利用料金に

対して半額、予約日の前営業日の17時以降に予約を取り消す場合には、予約時間相当分の利用料金に

対して全額をキャンセル料として事業者に支払う。

また予約時間の大幅な変更は、予約の取り消しとして取り扱うものとする。



14 利用の開始について

当事業では、利用者が本重要事項説明書の内容を、書面により同意し、第11項に定める入会金の

支払いを完了し、事業者の指定する様式により保育及び付随する各種サービスの利用に必要な情報

の開示を行い、利用者の依頼を受け付けて保育の提供を開始する。

15 利用の終了

当事業は、以下の各号に該当する場合には、居宅訪問型保育事業の提供を終了する。

（１）利用者が、本重要事項説明書に規定する事項を遵守しない場合。

（２）利用者から当事業の利用に係る取消しの申出があった場合。

（３）当事業の運営事業者が訪問型保育の利用継続が不可能であると認めた場合。

（４）６カ月を超えて当事業の利用がされない場合。

（５）利用児童の重篤な疾病及び障害等により保育の継続が困難と事業者が判断した場合。

（６）その他、利用継続において重大な支障又は困難が生じた場合。

16 保育及び付随する各種サービスの提供の中止

当事業は以下の場合に、保育及びそれに付随する各種サービスの提供を停止する場合がある。

① 利用児童の健康状態が、重篤であると弊社が判断した場合、又は感染性の強い疾患の場合。

② 天変地異・公共交通機関の停止等の不可抗力の事由に拠り、保育及び付随する各種サービスの提

供が現実的に困難な場合。

③ 利用者の指定する保育提供先で、利用児童の安全確保が困難であると事業者が判断した場合。

④ 利用者が利用料金の支払いを１ヶ月以上滞納し、催告にも関わらず支払いを行わない場合。

17 器材設備

事業者は保育の提供に際して、利用者の書面に拠る指定がある場合を除き、利用者の指定する保育

提供先にある玩具・電気・ガス・水道・食器類・オムツ・消耗品等の機材設備を無償で使用できるこ

ととする。

18 嘱託医

当事業は、以下の医療機関と嘱託医契約を締結する。

1 内科

医 療 機 関 の 名 称 高橋医院

医院長名又は医師名 高橋 猛

所 在 地 東京都武蔵野市中町２丁目１３−２５

嘱 託 内 容 居宅訪問型保育における緊急時の医療の提供及び助言相談

19 緊急時の対応方法

利用児童に病状急変等の緊急事態が発生した場合には、当事業の嘱託医又は保護者の指定する医療

機関及び緊急連絡先等へ速やかに連絡を行う。



20 虐待の防止のための措置に関する事項

職員による利用児童への虐待防止のため、当事業では以下の措置を講じる。

（１）年に１回、職員に対して虐待防止研修を実施する

（２）待防止マニュアルの作成し運用し、前号の研修時に保育士自らマニュアル改定に参画する

21 非常災害時の対策

非常時の対応 下記①～④のように対応します。

避難訓練 火災・地震を想定した避難訓練を月１回実施

避難場所 事前面談時に、各ご家庭と相談の上で決めます。

① 大規模地震警戒宣言が発せられた場合

保育前 臨時休日とします。その後のことについては、事業者より順次お知らせします。

保育中

１．当保育では、児童の安全確保を行い、保護者の方にお引き渡しできる体制を取り

ます。

２．保護者の方は、テレビ・ラジオなどで情報を得た時点で速やかにご帰宅してくだ

さい。

３．翌日以降は、状況により臨時休日となります。事業者よりお知らせします。

② 火災・地震でご自宅に被害があった場合

保育前 臨時休日とします。その後のことについては、事業者より順次お知らせします。

保育中

１．当保育では、児童の安全確保のために速やかに避難を開始します。

２．保護者の方には、電話等でお知らせします。避難先はご自宅の門の所に表示して

おきますので、速やかに避難場所にお迎えに来てください。

３．翌日以降は、状況により臨時休日となります。事業者よりお知らせします。

③ 風水害またはその恐れがある場合

保育前 臨時休日とします。その後のことについては、事業者より順次お知らせします。

保育中

１．台風・集中豪雨などの注意報または警告が発令された場合は、テレビ、ラ

ジオなどにより気象情報を常に確認し、被害の恐れのある場合は自主的に

ご帰宅してください。

２．事業者から連絡がありましたら速やかに、ご帰宅してください。

３．交通機関の不通などによりご帰宅が遅れる場合は、事業者へ電話連絡をお願いし

ます。

④ 大雪またはその恐れがある場合

保育前 臨時休日とします。その後のことについては、事業者より順次お知らせします。

保育中

１．大雪の注意報または警告が発令された場合は、テレビ、ラジオなどにより気象情

報を常に確認し、雪害の恐れのある場合は自主的に早めにご帰宅してください。

２．事業者から連絡がありましたら速やかに、ご帰宅をお願いします。

３．交通機関の不通などによりご帰宅が遅れる場合は、事業者へ電話連絡をお願いし

ます。



22 個人情報の保護に関する基本方針

当事業では個人情報保護に関する基本方針として、以下の内容を掲げている。

《プライバシーポリシー（個人情報保護方針）》

当保育は、プライバシー・個人情報（以下、個人情報といいます）の保護を重要な課題と考え、ネ

ットワーク社会における責務を果たす。また、保育事業を通じて取扱う利用児童の個人情報、及び関

連する利用者の個人情報ならびに当保育職員の個人情報それぞれの保護を重大な社会的責任と認識し、

個人の権利の保護、個人情報に関する法規制を遵守し、個人情報保護マネジメントシステムの構築お

よび継続的改善にむけて全職員を挙げて取り組むことを宣言する。

① 当保育が行う事業活動を通じて得る個人情報は、利用児童及び利用者の利益につながることを前

提に業務上必要な範囲に限定する。また、明確な利用目的の合意の範囲を超えた利用・提供は一切

行わないものとする。

② 事業者は、個人情報の利用に際し、外部への業務委託をする場合は、当保育の個人情報保護方針

を遵守し得る管理体制を有する委託先を選定し、適切な指導・監督するものとする。

③ 事業者は、個人情報への不正アクセス、個人情報の漏えい、滅失または棄損等のリスクに関して

は、合理的な管理体制を講じ予防ならびに是正に努める。また、最新の技術動向に合わせた経営資

源を注入し、個人情報セキュリティ体制を継続的に向上させます。

④ 事業者は、個人情報に関する法令、国が定める方針およびその他の規範を遵守する。

⑤ 利用児童及び利用者の要望、最新のＩＴ技術の動向を踏まえ、適時・適切に個人情報保護マネジ

メントシステムを見直し、継続的改善を行う。

⑥ 事業者は、本方針を全職員に配布し、周知・徹底する。また、職員各自の教育・啓発に努め、個

人情報保護意識の高揚を図る。

23 秘密保持・守秘義務

業務上で知り得た保護者又は利用児童に関する個人情報を、第三者に漏洩しない義務を負う。

24 保育内容に関する相談・要望等

社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する等の法律の第82条の規定により、当事

業では、下記のとおり利用者からの相談に適切に対応する体制を整えている。

受付担当者 施設職員または東京事務センター

受付責任者 管理者

受付時間 平日 午前9時～午後5時

連 絡 先 東京事務センター: 0422-38-6314

受付方法 面接、電話、書面などにより担当者が随時受け付け

《苦情解決のしくみ》

苦情又は相談を苦情受付担当者が受付を行い、相談受付の苦情解決責任者に報告する。苦情解決責

任者は、受け付けた苦情の内容を確認し、苦情申出人に対して報告を受け付けた旨を通知するととも

に、苦情の解決に向けた必要な対応行い、それらを記録する。



25 損害賠償責任 及び 損害賠償保険の加入

当事業では、業務中に当事業及び当事業の職員の故意又は重大な過失によって、利用者及び利用

児童の生命・身体及び財産に損害を与えた場合には、損害賠償責任を負う。

但し、損害賠償額の査定は事業者の加入する下記の賠償責任保険の査定金額を上限とする。

保険会社 公益社団法人 全国保育サービス協会

（引受保険会社：損害保険ジャパン株式会社）

保険の種類 保育サービス総合保障制度

保険金額 1名 2億円 １事故 10億

26 当保育が行う行事等における写真等の記録の管理

① 当保育は各種イベントなどにおける写真撮影を利用児童の適切な成長に役立つものとして、利用

児童の利用者の依頼に基づき、必要に応じて撮影を行う。

② 利用者が、前号に定める利用児童の撮影記録の使用を望まない場合には、事前に所定の様式によ

る使用承諾書により、事業者に利用児童の撮影記録の使用を停止又は範囲を指定することができる。

③ 各種イベントにおける写真等の記録を外部の事業者に依頼する場合は、受託事業者が当保育の個

人情報保護方針の趣旨を理解・承諾した上で発注を行う。

⑤ 事業者は、利用児童の本人確認資料として、当事業の職員及び関係者の閲覧の用に供すること及

び保育とそれに付随する各種サービスの実施状況を記録して、利用者及び当事業の管理者等に報告

することを目的として、利用児童及び当事業に関する各種サービス実施に関する場所の撮影を行う。

27 遵守事項

利用者は、当事業の利用当たり以下の各号に掲げる事項を遵守する。

① 利用者は依頼に際して、事前に所定の登録用紙に記入し、当事業に対して利用者本人及び利用児

童に関する情報及び保育に必要な情報を事業者の指定する様式により、書面で開示する。

② 利用者は利用児童の健康状態・発育状況・アレルギー・教育方針・禁止行為・緊急連絡先・薬の

服用の有無・飼育動物の有無等の保育に必要な利用児童に関する最新の情報を、事業者に対して所

定の様式による書面にて、遅滞なく事前に告知することとする。

③ 利用者は利用児童の安全管理上、保育利用中に家事代行等を同時に利用することは出来ない。

④ 利用者は自宅にある危険物や破損する恐れのある物品を事前に移動し、安全な保育環境を提供す

る。貴重品・食品類は利用者の責任に於いて管理し、弊社は利用者の家財・貴重品・金銭等に対す

る保全乃至管理を請負わないものとする。

⑤ 利用者は利用児童を利用者本人、又は責任能力を有する利用者の指定する代理人に安全に引き渡

しを行える状態を確保し、利用者は保育サービス当日に大幅な予約時間の延長、又は利用児童を残

置した状態での保育サービス終了を依頼しない。

⑥ 送迎保育に於いて、利用者は送迎先への連絡を事前に行い事業者が円滑に利用児童の引受及び引

渡が行えるよう手配する。

⑦ 利用者は事業者の雇用する従業員と直接の取引をしてはならず、保育及び付随する各種サービス

の依頼は事業者の事務所を介して行うこととする。利用者が直接取引を行った事で当事業に経済的

損失を与えた場合には、利用者はその相当額を損害金として事業者に支払う。

⑧ 本重要事項説明書で規定する家事代行とは、日常生活に於ける一般的な家事を指すものであり、

尿石除去・ワックス塗布・カビ除去・エアコン分解清掃・レンジフード清掃等の専門性を有する清

掃は対象としない。



28 免責事項

当事業は以下の各号に掲げる事項の一つにでも該当する場合には、損害賠償等一切の責任を免れる

ものとする。

① 天変地異・公共交通機関の停止・大事故・騒乱・刑事事件等の、事業者の責めに帰さない事由に

拠り生じた損害。

② 利用者から事前に保育依頼がないお子様、又は利用の依頼のない児童に生じた損害。

③ 利用者が本重要事項説明書の第15項の各号に掲げる順守事項のうち、一つでも履行しなかった場

合に生じた一切の損害。

④ 利用者の指定または管理下にあった食品の状態、及び会員の指定する薬品の投与により生じた一

切の損害。

⑤ 事業者の営業所が関知せず、会員と事業者の雇用する職員との間で個人的に行われた業務の遂行

中に生じた事故・物損及び傷害等一切の損害。

⑥ 損害の原因が利用児童の故意、若しくは利用者の指定した保育環境にある場合。又は利用児童の

疾病または障害等に拠り生じた損害。

⑦ 事業者は利用児童の心身の安全を第一とし、利用児童の安全を優先した結果生じた遅延損害、又

は延長料金等の一切の損害。

⑧ 保育サービス終了時に、利用児童の引受人が、利用者の親族または指定代理人であった場合の引

渡に関する一切の責任。

⑨ 事業者は公益性が認められる場合・社会通念上妥当と判断される場合には、行政機関からの開示

要請を受けた場合・又は損害賠償の査定等を目的として弊社が行政機関・損害保険会社・弁護士等

に会員の情報を開示する場合には、個人情報の保守に対する責任を負わないものとする。

⑩ 事業者は、状況により利用者の手配依頼又は担当職員の指名に対応出来ない場合に、それに起因

する違約金は発生しないものとする。

⑪ 事業者は、第16項及び第17項の各号に規定する事由により保育及び付随する各種サービスの提

供を中止又は終了した場合には、違約金及び遅延損害金等の損害賠償責任は、一切負わないものと

し、かつ入会金及び年会費の返金は発生しないものとする。

⑫ 利用者の配偶者及び同居の親族又は利用者の指定代理人は、書面による通知がある場合を除き、

利用者本人と同等の資格を以て保育及び付随する各種サービスの依頼を代行することが出来るもの

とし、利用者本人による依頼でないことに起因して生じた保育料金料等及び一切の損害等。

29 事業停止又は施設閉鎖命令の有無

当事業が過去に事業停止又は施設閉鎖命令を受けた実績： なし

30 設置者が過去に事業停止命令又は施設閉鎖命令を受けたか否かの別

当事業において、過去に事業停止命令又は施設閉鎖命令を受けたことはありません。

31 当事業におけるその他の留意事項

当事業の各種利用料金は、社会情勢の変動等を鑑み、料金を随時改定する場合がある。



別 表

1. 保育及びそれに付随する各種サービスの提供に要する実費に係る利用者負担額

項目 内容、負担を求める理由及び目的 金額

スタッフ交通費 保育等の提供先に担当職員が移動するため

に要する交通費実費

実費

保育実施交通費 保育等の利用に付随して、送迎または保育

等の実施に移動を伴う場合の利用児童及び

担当職員の交通費実費

実費

食事提供費 食事の提供に際して、実費を要する提供が

あった場合の食事代実費

実費

その他 その他の保育等の実施に必要な実費等 実費

原則として、移動には公共交通機関を利用することを原則とする。但し、利用児童の安全への配慮

が必要な場合、深夜及び早朝時間帯及び保育等の提供先と最寄り駅との間で徒歩２０分以上を要する

場合又は公共交通機関の状況等により、タクシーなどの公共交通機関以外を利用する場合がある。

2. 居宅訪問型保育利用料

項 目 金額

通常保育時間（月曜日から土曜日の９時から１７時） １時間 ２，５００円

早朝保育時間（月曜日から土曜日の７時から９時）

夜間保育時間（月曜日から土曜日の１７時から２１時）
１時間 ２，７５０円

深夜保育時間（月曜日から土曜日の２１時から６時） １時間 ３，０５０円

休日保育時間（日曜日・祝祭日・夏期・年末年始） 上記の料金に４００円割増

英語対応追加料金 上記の料金に１時間 １,１００円割増

沐浴及び入浴対応 １回ごとに１，１００円

上記の料金には、消費税を含ものとする。

3. 家事代行サービス利用料

項 目 金額

通常提供時間（月曜日から土曜日の９時から１７時） １時間 ３，０００円

早朝提供時間（月曜日から土曜日の７時から９時）

夜間提供時間（月曜日から土曜日の１７時から２１時）
１時間 ３，２５０円

深夜提供時間（月曜日から土曜日の２１時から６時） １時間 ３，５５０円

休日提供時間（日曜日・祝祭日・夏期・年末年始） 上記の料金に４００円割増

上記の料金には、消費税を含ものとする。

4. 産前産後の支援サービス利用料

項 目 金額

通常提供時間（月曜日から土曜日の９時から１７時） １時間 ３，０００円

早朝提供時間（月曜日から土曜日の７時から９時）

夜間提供時間（月曜日から土曜日の１７時から２１時）
１時間 ３，２５０円

深夜提供時間（月曜日から土曜日の２１時から６時） １時間 ３，５５０円

休日提供時間（日曜日・祝祭日・夏期・年末年始） （消費税込）上記の料金に４００円割増

上記の料金には、消費税を含ものとする。



保育サービスの提供につき利用者が支払うべき額に関する事項で変更が生じた内容について

変更の内容：すべての利用料金について、２パーセントの価格上昇改定

変更の理由：消費税が８％から１０％に改定したことによる

変更の時期：令和元年(2019年)10月

変更の内容：すべての利用料金について、上昇改定

変更の理由：物価上昇のため

変更の時期：令和6年（2024年）11月

変更の内容：居宅型訪問保育について、休日保育割増分価格下降改定

変更の理由：利用者負担軽減のため

変更の時期：令和6年（2024年）12月



重要事項説明書 及び 肖像権使用に関する同意書

株式会社ニューマン（以下、「貴社」という。）が運営する下記の居宅訪問型保育及び付随する各種サ

ービス（以下「訪問保育等」という。）の提供を開始するにあたり、重要事項説明書または保育利用の手

引書に基づき、重要事項の説明を行いました。

保育事業名 マミー東京

説明者氏名

利用者（以下「私」という。）は、貴社の運営する訪問保育等の利用の開始にあたり、重要事項説明書

または保育利用の手引書に基づき、重要事項の説明を受け、その内容を理解し同意します。

また、私は貴社に対し、下記児童氏名欄に記名のある利用児童（以下、「児童」という。）を撮影した

写真 及び 動画について、下記に定める範囲に於いて貴社が無償で使用することに同意します。

※ 防犯 及び 保育の安全を目的とし、第１項は必須となります。ご理解の程お願い申し上げます。

記

１．児童の本人確認資料 及び 保育の記録として貴社が保管し、職員間の情報共有 及び 防犯を目

的として貴社の従業員及び保育職員の閲覧の用に供する。 （☑ 使用を認めます）

２．児童の名前 及び 誕生日を他の在児童に周知することを目的として、保育に児童の氏名 及び 誕生

日と共に掲示する。 （□ 使用を認めます ／ □ 使用を認めません）

３．保育の取り組みや実態を紹介 又は 報告する事を目的として、保育に在籍する児童の保護者に提出

する。 （□ 使用を認めます ／ □ 使用を認めません）

４．保育の取り組みや実態を紹介 又は 報告する事を目的として、行政機関に提出する。

（□ 使用を認めます ／ □ 使用を認めません）

５．保育の紹介等を目的として、行政機関 又は 保育の主催する保育施設説明会・入園案内説

明会等に使用する。 （□ 使用を認めます ／ □ 使用を認めません）

６．貴社 及び 保育の紹介等を目的として、保育案内・書籍・パンフレット・会社案内などの

媒体に掲載する。 （□ 使用を認めます ／ □ 使用を認めません）

７．貴社 及び 保育の紹介等を目的として、貴社が運営するホームページに掲載する。

（□ 使用を認めます ／ □ 使用を認めません）

８．貴社 及び 保育の紹介等を目的として、貴社が提携する企業・団体 又は 行政機関のホーム

ページに掲載する。 （□ 使用を認めます ／ □ 使用を認めません）

以上

令和 年 月 日

保 護 者 住 所

保 護 者 氏 名

児 童 氏 名 児童との続柄


